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研究成果の概要（和文）：産業集積検出のための統計的クラスタリング手法を開発し、集積の空間範囲について
ミクロ経済学モデルの示唆を検証するための定量的な評価手法を提案した。また、人口・産業の集積パターンに
関する秩序形成について、1980～2010年の日本のデータを用いて、個々の都市の規模・産業構造の変動は大きい
一方で、都市の人口規模分布や相対的な産業構造が安定的であることを示した。更に、このような分布レベルで
の構造的秩序の発現を分析するための高次非線形システムの解析環境を整備した。輸送網形成・輸送における規
模の経済について、日本の物流センサスを用いて輸送時間価値・長距離/輸送密度の経済を定量的に評価した。

研究成果の概要（英文）：We have developed a statistical clustering method to detect industrial 
agglomerations, and by using this have quantified the spatial scale of agglomerations which was 
found to be consistent with the implications of micro-economic models of agglomeration. By using the
 1980-2010 data in Japan, we also have shown the evidence for constant churning of population and 
industrial composition of cities, together with the persistent stability in the size distribution 
and relative industrial composition of cities. To replicate such regularities at the distribution 
level, we have developed a numerical framework (utilizing super computers) to simulate 
high-dimensional non-linear systems. Finally, regarding the transport network formation and 
increasing returns in transportation, by using Japanese commodity flow survey data, we proposed a 
quantification of the value of shipment time and the extents of economies of long-hauling as well as
 transport density.

研究分野： 都市経済学
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１．研究開始当初の背景
戦後、世界的に進んだ都市化の中で、日本の
都市化率は
の 65
に進行する国際経済統合や貿易協定の拡大
は、国内のみならず国際地域における交易･
経済発展･地域政策を考える上で、経済集積、
とりわけ都市が、基本的な経済地域単位とし
て重要性を増してきたことを意味している。
これらの状況を受けて、森は、地図上
集積の位置や空間範囲を特定する統計手法
を提案し、
出された産業をその都市の立地産業として
認識することで、地域経済圏において、都市
の規模・数・産業構造の関係に頑強な秩序が
創発することを、日米製造業のデータを用い
て示すなど、集積
地域経済を捉える分析手法の開発
を用いた実証研究を進めてきた。
集積の程度を決定づける輸送費用
送網形成
を重ねてきた。
 
２．研究の目的
本研究では、経済集積の形成から
ターンにおける秩序創発までを貫く体系的
な理論･実証分析枠組構築の完遂を目指し、
実証･理論･政策面で以下
第一に、
ーン認識・秩序形成、および、個々の集
模の決定要因に関する計量分析に関して、実
証分析枠組を整備
に関して、実証分析で明らかにされながら理
論的に未解決な経済集積パターンにおける
秩序形成に
いた体系的数値解析手法を開発し、ミクロ経
済学的基礎を与える。第三は政策的インプリ
ケーションの導出である。認識される集積パ
ターンの秩序は、個々の経済活動の特性と、
異なる経済活動間の相互作用の結果実現す
る一般均衡の性質であり、所与の規模
所得・人口等
能な集積の数・規模・位置
ものである。従って、地域経済政策における
経済拠
らほど遠いものであるならば、その実現は極
めて困難であることを意味する。このような
一般均衡によって課される集積の空間パタ
ーンに対する｢制約｣は、従来の産業集積政策
では考慮されておらず、本研究が新しく提示
する地域経済政策の視点である。
済集積の程度を決定する重要な
輸送費の
密度の経済について
するとともに、輸送ハブ形成のメカニズム
定式化を
 
３．研究の方法
第一〜三・第四のテーマはそれぞれ森
を中心として行い、
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研究開始当初の背景
戦後、世界的に進んだ都市化の中で、日本の
都市化率は 87％に達し、総面積の

65％、雇用の
に進行する国際経済統合や貿易協定の拡大
は、国内のみならず国際地域における交易･
経済発展･地域政策を考える上で、経済集積、
とりわけ都市が、基本的な経済地域単位とし
て重要性を増してきたことを意味している。
これらの状況を受けて、森は、地図上
集積の位置や空間範囲を特定する統計手法
を提案し、個々の都市圏域において集積が検
出された産業をその都市の立地産業として
認識することで、地域経済圏において、都市
の規模・数・産業構造の関係に頑強な秩序が
創発することを、日米製造業のデータを用い
て示すなど、集積
地域経済を捉える分析手法の開発
を用いた実証研究を進めてきた。
集積の程度を決定づける輸送費用
送網形成メカニズムの定式化に関して研究
を重ねてきた。 

２．研究の目的 
本研究では、経済集積の形成から
ターンにおける秩序創発までを貫く体系的
な理論･実証分析枠組構築の完遂を目指し、
実証･理論･政策面で以下
第一に、産業集積について、その検出・パタ
ーン認識・秩序形成、および、個々の集
模の決定要因に関する計量分析に関して、実
証分析枠組を整備
に関して、実証分析で明らかにされながら理
論的に未解決な経済集積パターンにおける
秩序形成に対して
いた体系的数値解析手法を開発し、ミクロ経
済学的基礎を与える。第三は政策的インプリ
ケーションの導出である。認識される集積パ
ターンの秩序は、個々の経済活動の特性と、
異なる経済活動間の相互作用の結果実現す
る一般均衡の性質であり、所与の規模
所得・人口等)を持つ地域経済において実現可
能な集積の数・規模・位置
ものである。従って、地域経済政策における
経済拠点の選定が、データが示唆する秩序か
らほど遠いものであるならば、その実現は極
めて困難であることを意味する。このような
一般均衡によって課される集積の空間パタ
ーンに対する｢制約｣は、従来の産業集積政策
では考慮されておらず、本研究が新しく提示
する地域経済政策の視点である。
済集積の程度を決定する重要な
輸送費の構造、とりわけ輸送における距離・
密度の経済について
するとともに、輸送ハブ形成のメカニズム
定式化を行う。 

３．研究の方法 
第一〜三・第四のテーマはそれぞれ森
を中心として行い、
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研究開始当初の背景 
戦後、世界的に進んだ都市化の中で、日本の

に達し、総面積の
、雇用の 86％が集中している。同時

に進行する国際経済統合や貿易協定の拡大
は、国内のみならず国際地域における交易･
経済発展･地域政策を考える上で、経済集積、
とりわけ都市が、基本的な経済地域単位とし
て重要性を増してきたことを意味している。
これらの状況を受けて、森は、地図上
集積の位置や空間範囲を特定する統計手法

個々の都市圏域において集積が検
出された産業をその都市の立地産業として
認識することで、地域経済圏において、都市
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地域経済を捉える分析手法の開発
を用いた実証研究を進めてきた。
集積の程度を決定づける輸送費用

メカニズムの定式化に関して研究
 

 
本研究では、経済集積の形成から
ターンにおける秩序創発までを貫く体系的
な理論･実証分析枠組構築の完遂を目指し、
実証･理論･政策面で以下 4 点に焦点をおく。
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Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９
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が集中している。同時
に進行する国際経済統合や貿易協定の拡大
は、国内のみならず国際地域における交易･
経済発展･地域政策を考える上で、経済集積、
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な理論･実証分析枠組構築の完遂を目指し、
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を行う。第二に、産業集積
に関して、実証分析で明らかにされながら理
論的に未解決な経済集積パターンにおける

、理論モデル及びそれを用
いた体系的数値解析手法を開発し、ミクロ経
済学的基礎を与える。第三は政策的インプリ
ケーションの導出である。認識される集積パ
ターンの秩序は、個々の経済活動の特性と、
異なる経済活動間の相互作用の結果実現す
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を持つ地域経済において実現可
間隔)を規定する

ものである。従って、地域経済政策における
点の選定が、データが示唆する秩序か

らほど遠いものであるならば、その実現は極
めて困難であることを意味する。このような
一般均衡によって課される集積の空間パタ
ーンに対する｢制約｣は、従来の産業集積政策
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らほど遠いものであるならば、その実現は極
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ーンに対する｢制約｣は、従来の産業集積政策
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第四に、経
要素である

、とりわけ輸送における距離・
定量的に評価

するとともに、輸送ハブ形成のメカニズムの

・文が
必要に応じて専門知識を
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を反映する形で
 
４．研究成果
日本における都市化は
落し、以降は、近隣都市圏群の合併吸収によ
り都市が巨大化する次の段階に移行した。
1980
市圏については、人口の平均成長率が
全国人口の成長率
ている。図
成長率のばらつきは大きく、それは新幹線・
高速道路網等の幹線交通網の発展に強く影
響を受けている。交通網が大きく拡大した後
の沿線都市圏の成長率は高く、特に、交通網
の端点や、複数路線の交差点に位置する都市
圏の成長が著しい。具体的には、
の高速道路
の新幹線網の東北･上越方面への拡大に伴う
沿線都市圏人口への効果は顕著で、とりわけ、
新幹線網の端点･結節点に位置する福岡や高
崎/前橋の成長が著しい。また、新幹線網と四
国を結ぶ本四連絡橋の効果も大きく、
年時に既に
市圏の人口は
に達した。一方で、輸送網効果は単調ではな
く、ネットワーク端点･ハブの近辺に位置す
る都市圏
では、人口は減少した。空間経済学では、こ
のような現象は、成長都市圏の
影響として説明される。

産業立地に関しては、
スタリング手法を用いて、個々の産業の集
積を地図上で検出することにより、個々の
都市圏に立地する産業を特定している。
研究では
小分類を用いて都市圏の産業構造を特定し
た。図
定して、各都市圏の、
おける立地産業の共通性を示す
の分布を示している。

、ＣＫ－１９（共通）

有した協力者を迎えて研究を進める。
のテーマについては

整備し、2･3 年目を中心に実証分析を行う。
第二テーマに関しては、京大メディアセンタ
ーのとの共同研究を通じて
ュレーションプログラムの高度化を進め、
備が完了次第 3
行う。第三のテーマは他のテーマの研究成果
を反映する形で

４．研究成果 
日本における都市化は
落し、以降は、近隣都市圏群の合併吸収によ
り都市が巨大化する次の段階に移行した。
1980･2010 年の両時点において存在する都
市圏については、人口の平均成長率が
全国人口の成長率
ている。図 1 に示すように、都市圏間の人口
成長率のばらつきは大きく、それは新幹線・
高速道路網等の幹線交通網の発展に強く影
響を受けている。交通網が大きく拡大した後
の沿線都市圏の成長率は高く、特に、交通網
の端点や、複数路線の交差点に位置する都市
圏の成長が著しい。具体的には、
の高速道路網の東西方向の拡大、
の新幹線網の東北･上越方面への拡大に伴う
沿線都市圏人口への効果は顕著で、とりわけ、
新幹線網の端点･結節点に位置する福岡や高

前橋の成長が著しい。また、新幹線網と四
国を結ぶ本四連絡橋の効果も大きく、
年時に既に 75
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1980 時に対する 2010 年時の立地産業数を
プロットしてあり、立地産業数の相関は極
めて高いことが分かる。Jaccar 指数は平均
で 0.52 であり、個々の都市の産業構造の多
様性自体の変化は比較的少ないにも関わら
ず、個々の都市圏の立地産業は 30 年間で平
均約 30%いることが分かる(10･20年単位で
も平均 20%以上も入れ替わっている)。 
 

 
図 2.都市圏の産業構造の変化 

 
このように、都市圏群は、人口・産業分布
について顕著な撹乱を経験している。産業
立地の変化には個々の産業の輸送費感度の
変化が有効に効くことが理論的に解ってい
る。物流センサスが利用可能な 1995-2010
年については、個々の産業の輸送費感度を
生産財の単位価値当り・単位距離(km)当り
の輸送費で定義すると、その変化率の平均
は 1%である一方で、分散は 80%と大きい。
輸送費感度の変化要因の特定は件研究期間
内にできなかったが、この撹乱の背景に輸
送費感度の変化があることを明らかにした。 
 他方で、都市圏の人口規模と産業構造の
関係に着目すれば、図 3a に示すように、都
市圏の人口規模分布形状はほぼ変化がなく、
また、図 3b に示すように、個々の産業の立
地都市圏数と、その産業の立地都市圏の平
均人口規模は、30 年間を通してほぼ一定の
対数線形関係が成り立っており、上述の撹
乱とは裏腹に極めて安定的な秩序が保たれ
てきた。本論では、更に、図 3b が示す秩序
は、異なる集積の程度を示す産業間で起こ

る集積の空間的同期により、都市の産業構
造の多様性と、大小都市間の産業構造の階
層性を生じていることを示し、結果として、
個々の都市の産業構造の 70%程度を説明で
きるとしている。 
 以上の結果から得られる最も重要な政策
的示唆は、都市の人口分布や産業構造は、内
生的な経済立地均衡によってその大半が決
まっており、個々の地域レベルでの政策的な
自由度は低いということである。但し、地方
経済における中心都市の位置は、輸送インフ
ラ政策等を介して、ある程度意図的に調整す
ることができる可能性がある。 
 

図 3. 都市の規模･産業構造に関する秩序 
 
また、個々の都市の産業構造については、産
業間のコーディネーションにより説明され
ない約 30%の立地に対応する地域固有の地場
産業に焦点を当てることで、個別地域の産業
政策が一定の影響力を発揮できる可能性が
ある。 
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